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上   場   会   社   名    株式会社 　　　　　ディー・アンド・シー 上場取引所 東

コード番号    9861 本社所在都道府県
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代表者 　　　　　　 役職名 代表取締役社長

　　　　　　  氏　　        名　　　　安　部　修　仁

問合せ先  責任者役職名 常務取締役ＢＳ（ビジネスサポート）本部長
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決算取締役会開催日　　平成 15 年 4 月  9 日 中間配当制度の有無　　　　  有

定時株主総会開催日　　平成 15 年 5 月 22 日 単元株制度の採用の有無　　 無

１. 15年  2月期の業績（平成 14 年 3 月 1 日 ～ 平成 15 年 2 月 28 日）

(1)経営成績 （注）金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　　　　　売　　上　　高 　　　　  営　業　利　益 　　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

15年  2月期 86,513 △ 1.6 14,515 △ 7.6 15,267 △ 7.0

14年  2月期 87,960 10.2 15,715 3.4 16,411 1.3

         　当 期 純 利 益
１ 株 当 た り

当期純利益
潜在株式調整後１株
当たり当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資　本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円 円 ％ ％ ％

15年  2月期 5,558 △ 2.9 8,716 － 7.7 18.0 17.6

14年  2月期 5,723 △ 10.9 8,676 － 7.9 19.3 18.7

(注)①期中平均株式数 15年  2月期    637,666  株　　　14年  2月期   659,705  株 

　　　　　1株当たり当期純利益は発行株式数から自己株式数を控除した期中平均株式数を用いて算出しております。

     ②会計処理の方法の変更　　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況

         １株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　 円　銭 円　 百万円 ％ ％

15年  2月期 3,200 1,600 1,600 2,006 36.1 2.8

14年  2月期 3,200 1,600 1,600 2,110 36.9 2.8

(3)財政状態

      　　　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　

15年  2月期 80,373 70,499 87.7 112,441

14年  2月期 89,230 74,387 83.4 112,763

（注） ① 期末発行済株式数　15年  2月期    662,405 株　　　14年  2月期   662,400 株

　②期末自己株式数　　　15年   2月期     35,420.2 株　　　14年  2月期   2,720.2 株

　③1株当たり株主資本は期末の発行済株式総数から期末の自己株式数を控除した株式数を用いて算出しております。

２. 16年  2月期の業績予想（ 平成 15 年 3 月 1 日  ～  平成 16 年 2 月 29日 ）

売上高 経常利益 当期純利益 　　　　１株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円 円　 円　

中間期 45,000 7,700 4,100 1,600 － －

通　　期 92,000 16,800 9,100 － 1,600 3,200

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　14,513円

※業績見通しは、当社が現時点で合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績は見通しと大きく異なることがあります。



個別財務諸表等 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円） 

第４５期 第４６期 増 減

（平成 14 年 2 月 28 日現在） （平成 15 年 2月 28 日現在） （ △ 減 ）

期   別 

 

科   目 金 額 構成比 金 額 構 成 比 金 額
 （資産の部）   ％  ％  

Ⅰ 流 動 資 産      

 現 金 及 び 預 金   25,232  23,169  △ 2,063

 売 掛 金   1,834  1,958   124

 有 価 証 券   2,000  －  △ 2,000

 商 品   596  587  △ 9

 製 品   65  72   6

 原 材 料   862  1,859   996

 仕 掛 品   2  1  △ 1

 貯 蔵 品   33  22  △ 10

 未 収 入 金   162  241   78

 繰 延 税 金 資 産   398  329  △ 68

 そ の 他   115  196   80

 貸 倒 引 当 金  △ 8 △ 5   2

 流 動 資 産 合 計   31,297 35.1  28,431 35.4 △ 2,865

Ⅱ 固 定 資 産      

1. 有 形 固 定 資 産      

 建 物   10,125  10,542   417

 構 築 物   691  693   2

 機 械 及 び 装 置   693  554  △ 138

 車 両 運 搬 具   3  1  △ 1

 工 具 、 器 具 及 び 備 品   1,784  1,693  △ 91

 土 地   6,398  6,398   －

 建 設 仮 勘 定   83  418   335

 有 形 固 定 資 産 合 計   19,780 22.2  20,303 25.2  523

2. 無 形 固 定 資 産      

 営 業 権   26  42   16

 借 地 権   976  976   －

 商 標 権   22  20  △ 1

 ソ フ ト ウ エ ア   825  748  △ 76

 電 話 加 入 権   88  89   0

 そ の 他   26  21  △ 5

 無 形 固 定 資 産 合 計   1,965 2.2  1,899 2.4 △ 66

3. 投 資 そ の 他 の 資 産      

 投 資 有 価 証 券   10,617  4,645  △ 5,971

 関 係 会 社 株 式   7,930  7,631  △ 298

 出 資 金   451  431  △ 19

 長 期 貸 付 金   1,547  1,013  △ 534

 従 業 員 長 期 貸 付 金   25  18  △ 6

 関 係 会 社 長 期 貸 付 金   1,638  1,932   294

 長 期 前 払 費 用   1,767  2,134   366

 差 入 保 証 金   9,683  9,459  △ 223

 会 員 権   148  104  △ 44

 繰 延 税 金 資 産   3,445  2,956  △ 488

 そ の 他   715  448  △ 267

 投 資 損 失 引 当 金  △ 1,462 △ 909   552

 貸 倒 引 当 金  △ 323 △ 128   194

 投 資 そ の 他 の 資 産 合 計   36,186 40.5  29,739 37.0 △ 6,447

 固 定 資 産 合 計   57,933 64.9  51,941 64.6 △ 5,991

 資 産 合 計   89,230 100.0  80,373 100.0 △ 8,857
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（単位：百万円） 

第４５期 第４６期 増 減

（平成 14 年 2月 28 日現在） （平成 15 年 2 月 28 日現在） （ △ 減 ）

期   別 

 

科   目 金 額 構成比 金 額 構 成 比 金 額
 （負債の部）   ％  ％  

Ⅰ 流 動 負 債      

 買 掛 金   2,490  2,172  △ 318

 未 払 金   1,071  1,634   562

 未 払 法 人 税 等   2,794  1,365  △ 1,429

 未 払 費 用   1,018  1,187   168

 預 り 金   79  253   173

 賞 与 引 当 金   719  691  △ 28

 未 払 消 費 税 等   458  394  △ 63

 そ の 他   204  94  △ 110

 流 動 負 債 合 計   8,836 9.9  7,792 9.7 △ 1,044

       

Ⅱ 固 定 負 債      

 社 債   559  559   －

 退 職 給 付 引 当 金   4,558  693  △ 3,864

 役 員 退 職 慰 労 引 当 金   522  464  △ 58

 預 り 保 証 金   364  364  △ 0

 固 定 負 債 合 計   6,006 6.7  2,082 2.6 △ 3,923

 負 債 合 計   14,843 16.6  9,874 12.3 △ 4,968

       

 （資本の部）      

Ⅰ 資 本 金   10,265 11.5  10,265 12.8  0

Ⅱ 資 本 剰 余 金      

  資 本 準 備 金   11,139  11,139   －

 資 本 剰 余 金 合 計   11,139 12.5  11,139 13.8  －

Ⅲ 利 益 剰 余 金      

  利 益 準 備 金   1,740  1,740   －

  別 途 積 立 金   45,400  49,100   3,700

  当 期 未 処 分 利 益   6,074  5,796  △ 277

 利 益 剰 余 金 合 計   53,214 59.6  56,636 70.5  3,422

Ⅳその他有価証券評価差額金   262 0.3 △ 0 0 △ 263

Ⅴ 自 己 株 式  △ 493 △0.5 △ 7,542 △9.4 △ 7,048

 資 本 合 計   74,387 83.4  70,499 87.7 △ 3,888

負 債 及 び 資 本 合 計   89,230 100.0  80,373 100.0 △ 8,857
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（２）損益計算書 
（単位：百万円） 

第４５期 第４６期 増 減
自 平成 13 年 3 月 1 日 自 平成 14 年 3 月 1 日  

至 平成 14 年 2 月 28 日 至 平成 15 年 2 月 28 日  
（ △ 減 ）

期   別 

 

 

科   目 金 額 百分比 金 額 百 分 比 金 額

    ％   ％  

Ⅰ 売 上 高   87,960 100.0  86,513 100.0 △ 1,446

Ⅱ 売 上 原 価   34,280 39.0  34,119 39.4 △ 160

 売 上 総 利 益   53,679 61.0  52,393 60.6 △ 1,286

Ⅲ 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費   37,964 43.1  37,878 43.8 △ 86

 営 業 利 益   15,715 17.9  14,515 16.8 △ 1,199

Ⅳ 営 業 外 収 益   873 1.0  825 1.0 △ 47

  受 取 利 息   63  126   62

  受 取 配 当 金   57  29  △ 28

  有 価 証 券 売 却 益   26  17  △ 9

  賃 貸 収 入   218  218  △ 0

  物 流 収 入   80  69  △ 11

  受 取 手 数 料   114  116   2

  雑 収 入   312  249  △ 63

Ⅴ 営 業 外 費 用   177 0.2  73 0.1 △ 104

  支 払 利 息   8  7  △ 0

  有 価 証 券 売 却 損   126  －  △ 126

  公 衆 電 話 使 用 料   1  －  △ 1

  自 己 株 取 得 費 用   －  7   7

  雑 損 失   41  58   17

 経 常 利 益   16,411 18.7  15,267 17.7 △ 1,143

        

Ⅵ 特 別 利 益   25 0.0  1,578 1.8  1,552

  関 係 会 社 株 式 売 却 益   12  －  △ 12

  評 定 済 資 産 戻 入 益   13  －  △ 13

  退職給付引当金戻入益   －  1,578   1,578

Ⅶ 特 別 損 失   6,256 7.1  6,822 7.9  566

  固 定 資 産 除 売 却 損   517  448  △ 68

  投 資 有 価 証 券 評 価 損   410  5,356   4,945

  契 約 解 約 損   17  63   45

  会 員 権 評 価 損   429  44  △ 384

  関 係 会 社 整 理 損   155  910   754

  投資損失引当金繰入額   183  －  △ 183

 
 
退 職 給 付 会 計 基 準 

変 更 時 差 異 償 却 額 

 
 4,542 －  △ 4,542

 税 引 前 当 期 純 利 益   10,180 11.6  10,022 11.6 △ 157

 法人税、住民税及び事業税   4,628 5.3  3,717 4.3 △ 910

 法 人 税 等 調 整 額  △ 172 △ 0.2  747 0.9  919

 当 期 純 利 益   5,723 6.5  5,558 6.4 △ 165

 前 期 繰 越 利 益   1,405  1,241  △ 164

 中 間 配 当 額   1,055  1,003  △ 52

 当 期 未 処 分 利 益   6,074  5,796  △ 277
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（３）利益処分案  

（単位：百万円） 

第４５期 第４６期 
期 別 

 

 

科 目 金 額 金 額 

      

Ⅰ 当 期 未 処 分 利 益   6,074  5,796 

Ⅱ 利 益 処 分 額      

  配 当 金   1,055 1,003  

     1 株につき 1 株につき  

     (普通配当 1,600 円) (普通配当 1,600 円)  

  役 員 賞 与 金   77 95  

  （うち監査役賞与金）   （ 9） （ 9）  

  任 意 積 立 金     

   別 途 積 立 金   3,700 4,832 3,400 4,498 

Ⅲ 次 期 繰 越 利 益   1,241  1,298 

（注）１．第 45 期は、平成 13 年 11 月 9 日に 1,055 百万円（１株につき 1,600 円）の中間配当を実施 

    いたしました。 

   ２．第 46 期は、平成 14 年 11 月 8 日に 1,003 百万円（１株につき 1,600 円）の中間配当を実施 

    いたしました。 
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重 要 な 会 計 方 針 
 
１．有価証券の評価基準及び評価方法 
 （１）満期保有目的債券   償却原価法 

 （２）子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法 

 （３）その他有価証券  時価のあるもの…決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差

額は、全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

  時価のないもの…移動平均法による原価法 

 

２．デリバティブの評価基準及び評価方法  時価法 
 
３．たな卸資産の評価基準及び評価方法 
（１） 商 品 （市場相場のある肉）  総平均法による低価法
  （ 上 記 以 外 ）  総平均法による原価法
（２） 製 品 （市場相場のある肉）  総平均法による低価法
  （ 上 記 以 外 ）  総平均法による原価法
（３） 原 材 料 （市場相場のある肉）  総平均法による低価法
  （ 上 記 以 外 ）  総平均法による原価法
（４） 仕 掛 品 （市場相場のある肉）  総平均法による低価法
  （ 上 記 以 外 ）  総平均法による原価法
（５） 貯 蔵 品   最 終 仕 入 原 価 法
 
４．固定資産の減価償却の方法 
（１） 有形固定資産 

 
 定率法 
ただし、平成１０年４月１日以降取得の建物につきましては定額法を採
用しております。 
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 
建 物  ８年～５０年   
機 械 装 置  ７年～１３年 
工具､器具備品  ５年～ ６年 

（２） 無形固定資産  定額法 
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間
（５年）に基づく定額法を採用しております。 
 

５．引当金の計上基準 
（１） 貸倒引当金  債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収の可能性
を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

（２） 投資損失引当金  関係会社への投資に対する損失に備えるため、その資産内容等を検
討し計上しております。 

（３） 賞与引当金  従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込み額に基づき計
上しております。 

（４） 役員退職慰労引当金  役員退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を
計上しております。 

（５） 退職給付引当金  従業員に対する退職給付に備えるため、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事業年度末において発生

していると認められる額を計上しております。 
数理計算上の差異は、その発生時の平均残存勤務期間以内の一定の
年数（１０年）による定額法により、発生事業年度の翌事業年度より
費用処理しております。 
 平成 14 年 8 月 31 日をもってセゾングループ厚生年金基金から脱退
しており、当該退職給付引当金は脱退一時金(2,344 百万円)と相殺し、
戻入処理(退職給付引当金戻入益 1,578 百万円)をしております。 

６．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

 外貨建の金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。 
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７.リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

８．ヘッジ会計の方法 

 (1)ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理 

 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段：為替予約取引 

 ヘッジ対象：外貨建の予定輸入取引 

 (3)ヘッジ方針 

   社内のリスク管理方針に基づき、外貨建輸入取引に係る将来の外国為替相場変動リスクを回避し、

外貨建買掛金の円貨によるキャッシュ・フローを固定化することを目的として行っております。 

 (4)ヘッジの有効性の評価方法 

   ヘッジ有効性の評価は、原則としてヘッジ開始時から有効性評価時点までの期間において、ヘッ

ジ対象の相場変動またはキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動またはキャッシュ・

フロー変動の累計とを比較し、両者の変動額等を基礎にして判断しております。 

 

９．その他財務諸表作成のための重要な事項 

  消費税等の会計処理方法 

    ①消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

    ②仮払消費税等と仮受消費税等は相殺の上、未払消費税等に表示しております 

 

 

（追 加 情 報） 

（貸借対照表） 

当期より「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第 1 号）を早期適用し

ております。これによる損益に与える影響は軽微であります。 

 なお、当期より「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則の一部を改正する内閣府令」（平

成 14 年 3 月 26 日内閣府令第 9 号）附則第 2 項ただし書きに基づき「資本準備金（前期末 11,139 百万

円）及び「利益準備金」（前期末 1,740 百万円）は、「資本剰余金」及び「利益剰余金」の内訳科目とし

てそれぞれ表示しております。 

 また、従来「その他の剰余金」の内訳科目として表示しておりました「当期未処分利益」は財務諸表

規則の改正に伴い、当期より「利益剰余金」の内訳科目として表示しております。
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注記事項 
（貸借対照表関係） 

第４５期 

（平成１４年２月２８日現在） 

第４６期 

（平成１５年２月２８日現在） 

1.有形固定資産の減価償却累計額 1.有形固定資産の減価償却累計額 

12,883 百万円 13,854 百万円 

2.関係会社に対する主な資産、負債は次のとおりで 

 あります。 

     売掛金           227 百万円 

   

 

3.会社が発行する株式の総数   1,600,000 株 

  発行済株式の総数        662,400 株 

2. 

 

 

 

 

3.会社が発行する株式の総数 普通株式 1,600,000 株 

  発行済株式の総数     普通株式  662,405 株 

  自己株式の種類及び数   普通株式  36,420.2 株 

 

4.偶発債務 

  次のとおり債務の保証をしております。 

（単位：百万円）

 

4.偶発債務 

  次のとおり債務の保証をしております。 

（単位：百万円）

被保証先 保証内容 金 額 被保証先 保証内容 金 額 

FC 加盟者( 4 社) リース債務 3 FC 加盟者( 4 社) リース債務 1 

FC加盟者(10社) 割賦販売契約債務 16 FC 加盟者( 7 社) 割賦販売契約債務 22 

FC加盟者(15社) 金融機関借入 341 FC加盟者(14社) 金融機関借入 258 

㈱沖縄  〃 115 ㈱ 京   樽  〃 4,000 

㈱北海道  〃 21 ㈱沖縄  〃 92 

㈱ﾊﾐｰﾀｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ 〃 765 ㈱北海道 〃 14 

ﾖｼﾉﾔｳｴｽﾄ･ｲﾝｸ 〃 403 
(3 百万 US ﾄﾞﾙ)

㈱上海ｴｸｽﾌﾟﾚｽ リース債務 28 

ﾖｼﾉﾔﾆｭｰﾖｰｸ･ｲﾝｸ 金融機関借入等 97 
(0.7百万US ﾄﾞﾙ)

台湾 (股) 金融機関借入 12 
(3 百万 NT ﾄﾞﾙ)

FC加盟者(92社) 仕入債務 17 
ﾖｼﾉﾔﾆｭｰﾖｰｸ･ｲﾝｸ

〃 
85 

(0.7 百万 US ﾄﾞﾙ)

計  1,781 FC加盟者(88社) 仕入債務 14 

 

   計  4,529 
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（損益計算書関係）                         (単位：百万円) 
第４５期 

自 平成１３年３月 １日 

至 平成１４年２月２８日 

第４６期 

自 平成１４年３月 １日 

至 平成１５年２月２８日 

1.販売費に属する費用のおおよその割合は、70% 

 であり、一般管理費に属する費用のおおよその 

 割合は 30%であります。主要な費目及び金額は 

 次のとおりであります。 

1.販売費に属する費用のおおよその割合は、73% 

 であり、一般管理費に属する費用のおおよその 

 割合は 27%であります。主要な費目及び金額は 

 次のとおりであります。 

広 告 宣 伝 費 

消 耗 品 費 

役 員 報 酬 

給 料 手 当 

賞与引当金繰入額 

退 職 給 付 費 用 

運 賃 保 管 料 

役員退職慰労引当金

繰 入 額 

パ ー ト 費 

地 代 家 賃 

水 道 光 熱 費 

減 価 償 却 費 

2,333 

1,106 

197 

5,692 

674 

510 

2,091 

77 

 

10,824 

4,907 

2,035 

2,142 

広 告 宣 伝 費 

消 耗 品 費 

役 員 報 酬 

給 料 手 当 

賞与引当金繰入額 

退 職 給 付 費 用 

運 賃 保 管 料 

役員退職慰労引当金

繰 入 額 

パ ー ト 費 

地 代 家 賃 

水 道 光 熱 費 

減 価 償 却 費 

2,330 

1,131 

178 

5,481 

646 

435 

1,933 

70 

 

10,601 

5,245 

2,064 

2,141 

2.固定資産除売却損の内訳は、次のとおりであり 

ます。 

2.固定資産除売却損の内訳は、次のとおりであり 

ます。 

建 物 

構 築 物 

機 械 及 び 装 置 

工具、器具及び備品 

撤 去 費 用 他 

計 

279 

22 

38 

72 

104 

517 

建 物 

構 築 物 

機 械 及 び 装 置 

工具、器具及び備品 

撤 去 費 用 他 

計 

252 

10 

10 

64 

110 

448 
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（リース取引関係）          (単位：百万円) 

第４５期 第４６期 
自 平成１３年３月 １日  自 平成１４年３月 １日  
至 平成１４年２月２８日  至 平成１５年２月２８日  

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・リース取引に係る注記 
 
（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計
額相当額及び期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・リース取引に係る注記 
 
（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計
額相当額及び期末残高相当額 

 車 両 
運 搬 具 

工具、器具 
及 び 備 品 合 計 車 両 

運 搬 具 
工具、器具 
及 び 備 品 合 計

取 得 価 額 
相 当 額 109 1,694 1,803 取 得 価 額相 当 額 99 1,322 1,421

減 価 償 却 
累計額相当額 41 1,214 1,255 減 価 償 却

累計額相当額
46 585 631

期 末 残 高 
相 当 額 68 479 548 期 末 残 高相 当 額 52 737 789

なお、取得価額相当額は、有形固定資産の期末残
高等に占める未経過リース料期末残高の割合が低い
ため、支払利子込み法により算定しております。 
 
 
（２）未経過リース料期末残高相当額 

 
同  左 
 

 
 
（２）未経過リース料期末残高相当額 

１ 年 以 内 
１ 年 超 

合         計 

196 
351 

548 

１ 年 以 内 
１ 年 超 

合         計 

314 
475 

789 
なお、未経過リース料期末残高相当額は、有形固
定資産の期末残高等に占めるその割合が低いため支
払利子込み法により算定しております。 
 
（３）支払リース料及び減価償却費相当額 

 
同  左 

 
 
（３）支払リース料及び減価償却費相当額 

      支 払 リ ー ス 料 
      減価償却費相当額 

284 
284 
 

      支 払 リ ー ス 料 
      減価償却費相当額 

296 
296 

 
（４）減価償却費相当額の算定方法 
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定
額法によっております。 
 

 
（４）減価償却費相当額の算定方法 

同  左 
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（税効果会計関係）       (単位：百万円) 

第４５期 

平成１４年２月２８日現在 

第４６期 

平成１５年２月２８日現在 

1.繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 1.繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

 

 

245 

126 

26 

398 

 

119 

1,906 

218 

611 

94 

364 

242 

76 

3,634 

 

△188 

△188 

3,445 

  3,844   

 

 

115 

198 

15 

329 

 

47 

290 

194 

380 

94 

1,348 

260 

340 

2,956 

 

─ 

─ 

2,956 

  3,285   

（繰延税金資産） 

 （流動資産） 

  未払事業税 

  賞与引当金損金算入限度超過額 
  その他 

  繰延税金資産(流動)計 

 （固定資産） 

  貸倒引当金損金算入限度超過額 

  退職給付引当金損金不算入額 

  役員退職慰労引当金損金不算入額 

  投資損失引当金損金不算入額 

  関係会社株式評価損損金不算入額 

  投資有価証券評価損損金不算入額 

  会員権評価損損金不算入額 

  その他 

   繰延税金資産(固定)計 

（繰延税金負債） 

その他有価証券評価差額金 

  繰延税金負債(固定)計 

  繰延税金資産(固定)の純額 

  繰延税金資産の純額 

  

（繰延税金資産） 

 （流動資産） 

  未払事業税 

  賞与引当金損金算入限度超過額 
  その他 

  繰延税金資産(流動)計 

 （固定資産） 

  貸倒引当金損金算入限度超過額 

  退職給付引当金損金不算入額 

  役員退職慰労引当金損金不算入額 

  投資損失引当金損金不算入額 

  関係会社株式評価損損金不算入額 

  投資有価証券評価損損金不算入額 

  会員権評価損損金不算入額 

  その他 

   繰延税金資産(固定)計 

（繰延税金負債） 

その他有価証券評価差額金 

  繰延税金負債(固定)計 

  繰延税金資産(固定)の純額 

  繰延税金資産の純額 

  

2.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳。

法定実効税率と税効果会計摘要後の法人税等の負

担率の差異が法定実効税率の 100 分の 5 以下であ

るため、記載を省略しております。 

2.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳。 

法定実効税率               41.8% 

（調整） 

  交際費等永久に損金に算入されない項目 1.0 

  住民税均等割等           1.6 

  その他                0.1 

  税効果適用後の法人税等の負担率    44.5   
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役 員 の 異 動 

 
 該当事項はありません。 
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